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  都知事諮問事項（令和３年１０月２１日付 ３東消防消第８０５号） 

 「大規模地震発生時における特別区消防団の消火活動能力を向上させる方策

はいかにあるべきか」についての答申結果 
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  都知事諮問事項（令和５年８月１６日付 ５東消防消第４３１号） 

 「変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ住民の負託に

応え続ける方策はいかにあるべきか」に対する審議 
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都知事諮問事項（令和３年１０月２１日付 ３東消防消第８０５号） 

   「大規模地震発生時における特別区消防団の消火活動能力を向上させる方策 

はいかにあるべきか」についての答申結果 

 

１ 諮問事項の趣旨 

特別区消防団は、それぞれの地域での密着性を生かしながら、災害発生時においては

消火を中心とした活動を積極的に行うとともに、平時においても、火災予防の啓発や住

民への各種訓練指導等の役割を担うなど、地域住民から頼られる存在である。  

今後、発生が危惧されている「首都直下地震」や「南海トラフ地震」等の震災時にお

いては、その特性を生かした迅速な出場による初期消火をはじめ、木造・防火造建物の

密集地域での消火活動、また、消防隊との連携による延焼阻止活動、さらには長時間に

及ぶ消火活動など、その役割は普段の活動以上に多岐にわたることが考えられ、当庁と

の連携を考慮した組織的な対応が必要となる。 

このことから、消防団の実戦的な対応力の更なる向上が、震災時における「より効果

的な活動」につながると考えられることから、特別区消防団の消火活動能力の向上方策

について諮問がなされたものである。  

 

２ 江東区消防団運営委員会における審議経過 

 ⑴ 審議期間 

   令和３年１０月から令和５年３月３１日まで（１年６か月） 

 ⑵ 審議経過 

  ア 第１回 令和４年 ２月１４日（書面開催） 

  イ 第２回 令和４年 ９月 １日  

  ウ 第３回 令和５年 １月２４日 

※ 令和５年３月７日 東京都知事へ提出 

 ⑶ 東京都知事へ提出された内容 

   資料２－２「江東区消防団運営委員会諮問に係る答申 概要一覧」参照 

 

３ 都知事諮問事項についての答申結果と答申を踏まえた対応方針について 

資料２－３「主な答申結果と答申を踏まえた対応方針について」参照 

資料 ２－１ 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 ２－２ 

【諮問事項】 大規模地震発生時における特別区消防団の消火活動能力を向上させる方策はいかにあるべきか 

課 題 具体的検討内容（アンケート結果等より） 答申について 

江東区消防団運営委員会 
江東区消防団運営委員会諮問に係る答申 概要一覧 

実技教育など、対面をやむを得ない訓練時は、感染防止に最大限配意した
訓練・教育を推進する必要がある。 

⑴ 感染危険がなく、時間的制約の多い中で、都合の良い時間で教育が受け
られる「デジタル環境」を有効に活用する必要がある。 

⑵ タブレット端末等が配置され、個人用スマートフォンでもｅラーニング
教材が活用できるようになったことから、積極的な活用が望ましい。 

１ 感染防止策を徹底した教育環境の整備 

２ デジタル環境の有効活用による活動能力向上や維持 
 

２ 新型コロナウイルス感染

症の影響により、普段の訓練

や新人教育訓練が困難であ

る。 

９ 訓練対象者を明確にして少人数化を図り、アクリルボードの設
置・マスク着用・消毒の徹底など、最大限の感染防止を図り、短
時間で効率の良い教育環境の整備を推進する。 

３ デジタル環境の充実 
 

10 デジタル環境の活用で、能力向上が期待できる訓練項目を活動
別・任務別・階級別に分け、さらに訓練日を指定して定期的に団
員訓練を実施するなど、デジタル環境の有効活用を推進する。 

11 個人スマートフォンでも活用できるｅラーニング教材や、タブ
レット端末を活用した振り返り訓練・オンライン会議・教養など、
デジタル環境を積極的に活用し、活動能力向上を図っていく。 

震災や各種災害活動の新たなロールプレイング訓練や、任務、階級に応じ
た疑似体験・指揮判断ができる新たなアプリケーションを構築する。 

12  震災時は勿論のこと、通常災害でも想定される各種災害活動の
ロールプレイング訓練や、任務・階級に応じた疑似体験・指揮判
断などができる新たなアプリケーションの開発を推進させ、デジ
タル環境の充実を図っていく。 

４ 新たなデジタル技術の活用 
 
 大規模火災への対応など、再現が難しい環境下での訓練を、新たなデジタ
ル技術を駆使して体験するなど、積極的な開発・活用が望まれる。 

 

⑴ 仕事や学業により時間的制約がある中で訓練を実施している。 
⑵ 震災時活動マニュアルを活用し、具現化する訓練・教養が必要である。 
⑶ 震災時には長距離送水など、消防隊との連携が不可欠であり、非常時は、

全員が可搬ポンプを運用できるなど、実戦的訓練が必要である。 
⑷ 実戦的訓練が具現化できるよう実効性のある計画が必要である。 

⑴ 分団本部は活動・訓練の拠点であり、用地確保・整備が必要である。 
⑵ 震災に特化した実戦的訓練可能な場所や衛生施設の確保が必要である。 
⑶ 訓練時の騒音苦情への理解促進や、取り壊し前の建物による実戦的訓練

場所の確保など、関係機関と連携した訓練場所確保が必要である。 

１ 実戦的な現場力の向上 

２ 訓練実施環境の改善や実施場所の確保 
 

１ 継続的な図上訓練や活動

マニュアルの整備は行って

いるが、震災に特化した実 

戦的な訓練は十分であると

は言い難い。 

１ 到達目標を明確にして短時間で参加しやすい訓練を実施する。 
２ 震災活動マニュアルの内容を具現化させる訓練を推進する。 
３ 消防訓練施設を活用した「消防隊との連携訓練」を通じ、分団

活動やポンプ運用能力向上など、実戦的な連携訓練を推進する。 
４ 消防署の震災訓練時期に合わせ、年度計画で実施の担保を確保

し、震災時の状況に応じた実効性の高い訓練計画を樹立する。 

３ 消防団員、消防職員への教育 
 

５ 都や区と連携し、分団本部施設用地確保や整備を推進する。 
６ 放水可能な模擬住宅などの訓練施設や、トイレなど衛生施設が 
ある消防訓練場において、消防隊と連携してホース延長・消火活 
動するなど、震災に特化した体験ができる訓練を推進する。   

７ 関係機関と連携して解体建物を含む訓練用地確保を推進する。
また、あらゆる広報媒体を活用し、消防団活動に理解を求める。 

⑴ 団員指導者により指導内容が異ならないように統一する必要がある。 
⑵ 消防職員についても指導内容が異ならないように統一する必要がある。 

８ 効果的な教育をするためには「優れた指導者」が必要となるた
め、消防団員を指導する団員や消防職員に対し、それぞれ統一的
な指導ができるよう、消防学校における指導者研修を推進する。 

13  仮想空間など、新たなデジタル技術（ＡＲ・ＶＲなど）を活用
し、災害の疑似体験ができるバーチャル型訓練環境の開発を推進
し、再現が難しい環境下での訓練を推進していく。 
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課 題 具体的検討内容（アンケート結果等より） 答申について 

⑴   大型共同住宅が増え、地域住民の交流方法も変化している。そこで、地
元住民だけでなく江東区内の学校に通学する学生や、企業職員に特化した
募集活動も必要である。特に学生団員は、地域防災力の担い手として期待
されており強力に推進する必要がある。 

⑵ 入団の妨げとなる老朽化した分団施設の修繕や処遇改善が必要である。 
⑶ 消防団体験セミナーなど、お試し期間を設けて不安解消を図る。 

⑴   現代人は、スマートフォンを見ている時間が長い。募集するターゲット
の世代で使用される媒体をフルに活用した募集広報を行う必要がある。 

  また、従来の広報媒体活用時は、内容を更新して使用する必要がある。 
⑵ ＳＮＳを媒体として、各団が入団促進情報を発信する方法もある。 
⑶ 地域の広報誌等を通じて消防団活動を紹介するとともに、町会や自治会

を通じて直接住民に消防団の魅力や説明を行う必要がある。 

１ 若い世代の団員確保と組織活性化のための方策 

２ 募集広報の充実・強化 

 

３ 消防団員数の不足に伴い、

活動力の低下が危惧される。 

 
14 江東区内の学校や企業と連携し、消防団合同点検の見学会や資

機材取扱訓練等の体験を推進し、入団促進を強力に推進する。 
15 入団の妨げとなる老朽化した団施設の修繕や処遇を改善する。 
16 消防団に興味のある学生等に対し、消防署と消防団が合同で消

防団体験セミナーを開催し、入団意欲の向上と不安解消を図る。 

３ 女性や学生など対象に応じた募集広報の継続・強化 
 

17 ＰＲ動画・デジタルサイネージ・ＳＮＳなどを、特に若い世代
に興味を引く媒体をフルに活用して募集広報を強力に推進する。 
また、従来の紙媒体も、最新な内容に更新し広報を推進する。 

18 各団がＳＮＳを通じて自主的に消防団活動や入団情報を発信
し、地域密着の募集広報を推進する。 

19 地元の広報誌や放送局と連携して広報し、消防団活動の認知を
促進するとともに、団員の知人勧誘や町会長等を通じて直接住民
に消防団の魅力や取組みなどの説明を通じ、入団促進を図る。 

性別や学生・社会人など、個別ごとに価値観や興味・願望がそれぞれ異な
ることから、募集対象者に対応した広報を継続して実施する必要がある。 

 

20  女性や学生・通勤者は、価値観や興味・願望がそれぞれ異なる
ため、募集対象に合わせた広報を展開するとともに、在団する女
性団員や学生団員のインタビュー動画を作成し入団を促進する。 

震災時等の大災害時では、時として分散活動を余儀なくされる場合があ
る。また、遠距離送水時など、コミュニケーションが取りづらくなる場合も
考えられる。よって、安全確保の観点からも情報共有や指示、伝達を効果的
に実施できるようコミュニケーション資機材の整備を検討する必要がある。 

 消防団員全体の年齢層が高くなっている。これに伴い、震災時の長時間活
動にも耐えられるよう、団員への負担が少ない新たな資機材開発を推進し負
担軽減を図る必要がある。 

１ 安全確保のためのコミュニケーション能力向上 

２ 新たな資機材整備による負担軽減 

４ 消防団員の平均年齢の上昇

に伴い、各種活動面における 

負担軽減に配慮した資機材の

整備が望ましい。 

22  震災時の消防力向上には、情報共有や指揮命令のためのコミュ
ニケーションが欠かせない。コミュニケーションツールであるＭ
ＣＡ無線機配置について検討していく。 

３ 既存資機材の軽量化やコンパクト化 

23  震災時は通常の災害と異なり、活動困難となることが予想され
ることから、長距離ホース延長用の資機材や、反動が少なく長時
間放水対応できる放水器具などの新たな資機材整備を推進する。 

 すでに配置されている既存資機材の軽量化や統合を図り、より資機材をコ
ンパクト化して団員の負担を軽減する必要がある。 

24  既存の資機材を削減・統合してコンパクト化を図り、少ない労
力で従来と同等の活動ができるなど、活動の効率化につながるよ
う検討していく。 

４ 大規模災害時の人員確保 
 
 新規入団者が少ない中で、定年制度により毎年一定数の退団者が出る。
様々な制度を活用して団員の確保に努める必要がある。 

21 仕事の都合や定年等の退団者に対し、機能別団員や大規模災害
団員の職務を紹介し、長年培った経験や技術を活かせるように職
務を移行させ、大規模災害発生時に必要な人員確保を推進する。 

－２－ 



 

 

主な答申結果と答申を踏まえた対応方針について 

 

 

 

⑴ 実戦的活動力の向上関係  

ア  特別区消防団震災マニュアル等を活用した実戦的な訓練及び署隊と連携した訓練

が必要である。  

 → 新たな訓練モデルの整備及び検証による実戦的活動力の強化 

イ  実際の街区等を使用した震災想定の実戦的な訓練が必要である。 

  → 可搬ポンプ積載車による出場から放水まで等の一連の火災対応訓練の推進 

ウ  消防団が主体となった総合的な訓練が必要である。 

 → 消防団訓練指導マニュアル等の整備による主体的な活動の定着化 

 

⑵  研修等の充実関係  

ア  消火班等に特化した研修や教育など教育訓練の充実が必要である。 

  → 可搬ポンプ実技講習の試行及び検証による実戦的活動力の強化 

イ  職員が団員と同一研修に参加するなどの統一的な教育の推進が必要である。  

 → 消防団の消防学校研修等への職員の聴講の検討 

ウ  消防学校が行う研修や資格取得講習の受講人員の増強が必要である。 

→ 消防学校研修や各種講習のアンケートや時勢を踏まえた随時見直し 

 

⑶  訓練環境の充実関係  

ア  消防署訓練施設や方面訓練場などの更なる活用が必要である。 

→ 消防署訓練施設や方面訓練場を有効に活用した訓練の推進 

イ  区など関係機関等と連携した新たな訓練場所の確保や総合的な訓練を実施できる

大規模な訓練場の整備が必要である。  

→ 区など関係機関と連携した訓練場所の確保推進 

 

 

 

 

 

 

 

資料 ２－３ 

１ 本業等を持ち、時間等の制約がある消防団員が効率的・効果的に活動能力を向上さ

せる方策について 

－１－ 

江東-２ 

江東-６ 

江東-８ 

江東-６ 

江東-７ 



 

 

⑴  現行のデジタル環境の活用関係  

ア  オンライン教養や遠隔による訓練指導の推進が必要である。  

→ 東京消防団e-ラーニングシステムの更新による利便性の向上 

イ  訓練録画映像による振返り訓練の推進が必要である。  

→ タブレット端末を有効に活用した教養や訓練の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵  新たなデジタル環境の整備関係  

ア  災害対応や指揮の判断等ができるアプリの開発や導入が必要である。  

イ  二次元コード活用による各種資機材の取扱説明動画の導入が必要である。  

→ 各種資機材取扱い動画等にアクセスできる二次元コード読取り方式の導入検討 

ウ  ＡＲやＶＲなど最新のデジタル技術を活用した訓練環境の導入が必要である。 

→ ＡＲやＶＲ等の技術を活用した訓練導入に向けた調査研究  

（ＡＲやＶＲ等の調査研究委託）  

 

 

 

 

２  デジタル環境を有効活用した知識・判断力等の向上方策について  

団本部にて災害現場から送られた映像を確認し共有 
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⑴  若い世代の団員確保関係  

ア  若年層へＳＮＳでの情報発信、インターネット広告の充実が必要である。  

→ ＨＰ及びＳＮＳ等を活用した消防団活動に興味を抱く情報発信の推進 

イ  学生や企業の若年層を対象とした募集や体験入団の推進が必要である。  

→ 消防団活動を知ってもらうためあらゆる機会で消防団活動の見学や資機材等の

展示の推進 

ウ  現役団員との座談会の実施が必要である。  

→ 現役消防団員との座談会の実施方法の検討 

 

<（参考）城東消防団の活動紹介＞ 

ＴｉｋＴｏｋ Ｉｎｓｔａｇｒａｍ Ｘ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ） 

   

 

⑵  募集広報の充実及び強化関係  

ア  ＳＮＳの活用やインターネット広告による募集の強化が必要である。 

  → インターネット広告による募集広報の拡充 

イ  対象別（学生、女性など）リーフレットを活用した募集広報が必要である。  

→ 各種リーフレット等への二次元コード掲載による「東京消防団エントリーシー

ト」を活用した入団促進 

ウ  団員のインタビュー動画の充実が必要である。  

→ 団員インタビュー動画を活用した地域紹介や消防団の魅力が伝わる広報の推進 

 

⑶  各種制度の利活用  

ア  消防団協力事業所及び制度の周知が必要である。 

→ 消防団協力事業所による社会貢献や消防団ＰＲの強化 

イ  学生消防団認証制度のメリットの周知及び付加価値の検討が必要である。  

→ 学生認証制度の周知による募集広報の強化 

ウ  大規模災害団員制度等による消防団を継続できる環境の推進が必要である。 

→ 大規模災害団員制度等の更なる周知と活用による退団への対策の強化 

３  消火活動能力を低下させないための入団促進及び充足率の維持向上方策について  
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⑴  新たな資機材関係  

ア  ホース延長など、より迅速かつ負担軽減可能な資機材整備が必要である。 

（ホースバック、電動のホース延長台車等）  

   → 震災時等、迅速にホース延長できるホースバックの整備 

イ  震災時等に備えた大量放水できる消火資機材の整備が必要である。  

（台座付き放水銃、大量放水可能な軽量ガンタイプノズル等）  

   → 資機材電動化や新しい技術を取り入れた資機材、及び消火能力や安全管理向上 

のための資機材導入検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵  軽量化など負担軽減関係 

ア  油圧救助資機材や手引き可搬ポンプ搬送台車など、各既存資機材の軽量化やコン

パクト化、電動化の検討が必要である。  

イ  既存資機材の整理統合の検討が必要である。 

→ 更新に合せた既存資機材軽量化やコンパクト化など市場開発動向の注視と検討 

 

４  効果的かつ負担軽減した装備資機材の検討について 

重量：約１２  

軽量型ガンタイプノズル 背負い式ホース延長器具 

電動式ホースカー 手動式油圧救助器具 

－４－ 
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特別区消防団運営委員会への諮問事項について

Ⅰ 諮問事項

変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ住民の負託に応え続ける方策はいかにあるべきか

Ⅱ 諮問の趣旨

特別区消防団は、地域になくてはならない代替性のない存在であり、地域防災力の中核として、住民の負託に応えてきたところである。

さらに、本年（令和５年）は、関東大震災から１００年の節目の年であるなど、消防団への期待はさらに高まっており、東京の安全安心を守っていく
ためには地域防災力の中核である消防団が、将来にわたって更に充実し、消防団としての役割を果たしていく必要がある。

一方で、特別区においては、人口が２０３５年ごろに減少に転じ、２０５０年をピークに高齢化が進行すると予測されているほか、近年は、ＤⅩの進
展によるテレワークなどの働き方の多様化や、単身世帯の増加による地域コミュニティの希薄化など、社会情勢は常に変化している。

このことから、各消防団や各区の特性なども踏まえながら、変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ、住民の負託に応え続
ける方策について諮問するものである。

Ⅲ 課題・検討事項（骨子・案）

資料３－２のとおり

Ⅳ 審議期間・回数

令和５年８月から令和７年３月まで（１年８ヶ月間） ・令和５年度１回、令和６年度２回 計３回の審議予定

資料 ３－１



  

 

特別区消防団運営委員会の諮問に係る課題・検討事項（骨子・案） 

    

検討事項 課題 具体的検討事項 検討の方向性 

検討事項１－１  
入団し活動を継続した

いと思える組織の活性化
方策について、区の地域
特性や消防団の現況（構
成等）を踏まえ検討する。 

①  団活動によりやりがいを持てる方策の検討 

やりがいを感じる活動や各世代等でやりがいに違いが
あるかなどを検討 

団員に対するアンケートを実施し、結果を踏まえ
検討する。 

検討結果に基づき、やりがいを持てる方策内容を検討 

②  資格取得講座の拡充等の検討 

既存講座の拡充や消防団活動において必要な資格等
について検討 

多様な職業等からなる消防団の特性を活かした団員
から団員への講話や研修の検討 

③  多様な主体との協働による地域密着型の各
種講習や教養講座の検討 

各地域に根付いている企業や官公庁、消防団協力事
業所等と連携した講習や講座、ワークショップの発掘 

検討事項１－２ 
最新の技術等を考慮し

た活動環境の改善方策に
ついて検討する。 

①  災害への出場命令や、団員間の情報伝達のあ
り方の検討 

ＭＣＡ無線に代わる無線機への更新や配置人員の見
直し、無線関係機器の統合による利便性の向上 

電話や緊急情報伝達システムに代わる出場指令手段
の導入など 

②  消防団事務の効率化が可能なタブレットを活
用したシステムの検討 

現行整備されているタブレット端末の更新に合わせた
新たなアプリやシステムの導入など 

③  各種資機材の更新に合わせた仕様変更等の
検討 

環境に配意した装備資機材の検討や仕様変更による
利便性の向上、負担軽減 

 

  
 

検討事項 課題 具体的検討事項 検討の方向性 

検討事項１－１ 
消防力維持のため、計

画的な人材育成方策につ
いて検討する。 

①  経験が浅い消防団員への教育訓練体制や目
標、内容の検討 具体的訓練目標や到達状況の確認の実施 

これまでの特別区消防団運営委員会答申に基づ
く、東京消防庁の施策を踏まえ、検討する。 

②  経験豊富な団員（中核となる団員）による訓練
指導体制等の検討 

長年の消防団活動で培った知識や技術を実戦的訓練
指導への反映 

訓練指導者の研修や体制など制度の検討など 

③  操法訓練と実動訓練の実施の目安などの検討  

④  訓練効果の確認方策について検討  

検討事項１－２ 
地域に尽力している消

防団を地域住民により知
ってもらう方策について検
討する。 

①  積極的な災害活動の定着化と区等と連携した
普及方法の検討 

消防団員が災害活動に従事する意識向上のための方
策について 

区や関係団体と連携した、消防団活動の新たな認知度
向上方策の検討 

②  地域から、より理解と信頼を得る消防団づくり
の検討 

地域行事や消防団行事などを通じた、地域住民の消防
団活動に対する理解促進方策について 

消防団員が行う総合防災教育等を通じた、将来を見据
えた児童・生徒の消防団活動に対する理解促進方策につ
いて 
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Ⅱ 活動力を地域で発揮し、地域住民の負託に応え続けるための方策 

Ⅰ 地域防災の要である消防団として、変化及び成長していくための方策 



 
 

諮問に対する審議予定 

 

 

諮 問 事 項 等 

「変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ住民の負託

に応え続ける方策はいかにあるべきか」 

 令和５年８月１６日   東京都知事⇒⇒⇒江東区消防団運営委員会 

            【答申期日 令和７年３月３１日】 

       ※審議期間は、令和５年８月から令和７年３月まで 

 

 

第 １ 回 

 

令和６年１月２２日 

・前回の答申報告 

・今回の諮問事項の内容説明 

・今後の諮問会議の日程等 

                   

 

 

第 ２ 回 令和６年９月中旬～下旬予定 ・諮問に対する答申案の検討 

                  

                  

 

第 ３ 回 
令和７年１月下旬 

～２月上旬予定 

・諮問に対する答申案の検討 

・答申案の承認 

  

                   

 

答   申 

「変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ住民の負託

に応え続ける方策はいかにあるべきか」 

             江東区消防団運営委員会⇒⇒⇒東京都知事 

            【答申期日 令和７年３月３１日】 
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